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トランドの「追加支援ニーズ審問所（the Additional Support Needs Tribunals for Scotland）」（以下，
the ASNTSとする）の仕組みと機能を検討する。
ところで，the ASNTSは２０１８年１月１２日から「スコットランド第一審審判所保健・教育室及び
上級審判所（the First−tier Tribunal for Scotland Health and Education Chamber and Upper Tribunal






























スコットランド追加学習支援法（the Additional Support for Learning Act）もインクルージョンを促進しています。
子どもや若者が何らかの理由で支援を必要とするときは，学習のための追加支援を提供する義務があります。















才能がある，・肉親を失っている（have experienced a bereavement），・学習が中断している（are
interrupted learners），・学習障害がある，・地方当局が後見人になっている，・ディレクシア




１５これは２００４年スコットランド教育（追加学習支援）法（Education（Additional Support for Learning）（Scotland）Act２００４））
で規定されたものである。この法律以前は，イングランドと同じように「特別教育ニーズ」という概念を，障害児を中
心とする教育で使用していた。
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年段階での「ヨーロッパ特別ニーズ・インクルーシブ教育機構（The European Agency of Special
Needs and Inclusive Education）」の別データからもこの違いを理解することができる（グラフ１）。
表１のデータには私立学校である独立学校（independent school）も含まれている。独立学校協
会によると，同協会に加入している独立学校は４７校で，子ども数は２９，０００人強である２１。
＊１ 表２の B にある SEN は「特別教育ニーズ」の意味である。ただし，スコットランドの場合には，
この時点でも SEN ではなく， Additional Support Needs（追加支援ニーズ）が使われていたが，この
表では SEN としてくくられている。






























２０１７年１２月１日時点での the ASNTSの所長は第三代目のMrs May Dunsmuirである。彼女は「子
２０ ‘Summary statistics for schools in Scotland No.７:２０１６Edition１３December２０１６’. http : //www.gov.scot/Resource/００５１/
００５１１４９０．pdfから筆者が作成した。
２１ http : //www.scis.org.uk/about−scis/
２２この表２は「ヨーロッパ特別ニーズ・インクルーシブ教育機構が２００９～２０１２年度の各国のデータをもとに，２０１２年末に
集約した各国別データを筆者が一覧表にしたものの中から UKの部分だけを取り出したものである。
２３ https : //www.european−agency.org/publications/ereports/easie−２０１４−dataset−cross−country−report。残念ながら最もイ
ンクルーシブ教育が進んでいるイタリアのデータはない。









































































本稿で扱っている追加支援ニーズ審判所の他には，精神衛生審判所（The Mental Health Tribunal
for Scotland），カウンシル減税審査パネル（The Council Tax Reduction Review Panel），ペンショ
ン控訴審判所（The Pensions Appeals Tribunal），土地審判所（The Lands Tribunal for Scotland），





スコットランド慈善控訴パネル（The Scottish Charity Appeals Panel）があり，いずれも非行政独
立機関であるスコットランド裁判所・審判所サービス（The Scottish Courts and Tribunals Serv-
ice）３０の管轄下にある。
前述したように，スコットランドにおいては２０１４年審判所法（The Tribunals（Scotland）Act２０１４）
によって審判所制度改革が行われ，現在は上級審判所（The Upper Tribunal for Scotland）と第一
















































































































































・Lani Florian, Kristine Black−Hawkins & Martyn Rouse, Achievement and Inclusion in Schools, ROUTLEDGE, Second
Edition２０１７
・EIS, Inclusive Education, Report of the EIS committee on Inclusive Education,２００７
＊本稿は平成２７年度専修大学研究（共同）助成「グローバル化時代の社会統合に向けた教育政策の展開－シティズンシッ
プ教育とインクルーシブ教育の視点から－」にもとづく研究成果の一部である。
３４ Sheila Riddell, Social justice, equality and inclusion in Scottish education, Discourse Studies in the Cultural Politics of Edu-
cation, Vol.30, 2009 , http : //www.tandfonline.com/doi/full/１０.１０８０/０１５９６３００９０３０３６８８９
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